




制による ｢日産リバイバルプラン｣ の掛け声の下, 系列解体が始まった｡ そして    年, つい
に日産系列最大の企業であるカルソニックカンセイが, 米投資ファンドのコールバーグ・クラ
ウディス・ロバーツ (   ) に売却されるに至った｡ このように日産系列から ｢放出｣ され
たカルソニックカンセイはその後,     年  月にフィアット・クライスラー・オートモービル
(   ) 傘下のマニエッティ・マレリを買収すると発表し, 買収を完了した    年５月に経営
統合した｡ そして    年  月には社名を ｢マレリ｣ へと変更し, これで日産自動車の歴史に欠
かせない存在であったカルソニックの名称は, 社名から消え去ることとなった｡
そしてカルソニックの名前が消えたのと同じ    年  月の末, ホンダ系列においても系列最
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系列システムに代表される ｢安定的な取引関係｣ は, 従来日本資本主義の特徴の一つとされてき
たが, マルクスの利潤率低下論, およびそれをめぐる置塩信雄と      の議論から見た時,
系列システムの大変容に象徴される ｢安定的な取引関係｣ の崩壊は, 利潤率低下に直面した日本








ステムズに経営統合 (吸収合併) されることが発表された｡ 経営統合後は日立オートモティブ









しているように見える点で ｢系列解体｣ とは言えないが, 内燃機関に関わる系列企業部分との
関係は大きく変化していることは間違いない｡ また, よく知られているように, この間系列は
維持するものの納入価格の引き下げ (原価低減) を強力に求めていっていることをも含めて考
えると, トヨタ系列においても, ｢安定的な取引関係｣ は崩れつつあると見てよい｡
このような自動車産業における系列システムの変容は, 日本経済全体にどのような影響を及




また, このような変化は自動車産業だけに限らない｡ 同様の変化は,   年以上先行して電機




によって崩れ始め,     年代以降はかつて下請けとして使っていたりもした韓国, 台湾, 中国
本土のアジア企業と形勢が逆転するとともに, 各社ともにこのような形勢逆転を引き起こした
敗因は垂直統合システムにあるとして, その解体を率先して行ってきている｡ 象徴的な例とし
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やグループの中で安定的に部品を ｢内製｣ していくというかつての姿から, 急速に進む技術革














し (     ,      , 訳 (９)    頁；     , 訳 (９)    頁)１), 生産 (資本主義的生産様式)
そのものに原因が内在していると考えた｡




不変資本 可変資本 剰余価値率 (％) 利潤率 (％)                                                                           
(出所)      ,      , 訳 (９)    頁から筆者作成｡
１) 『資本論』 からの引用に関しては, ｢  ｣ と略し, 続けて巻号,    版の頁数, 新日本新書訳の
分冊番号と頁数を記す｡ 訳文は基本的に新日本新書のものを使用するが, 訳を修正したところもある｡
していくことを論じている｡




















をもたらさざるをえない｡ (     ,      , 訳 (９)    ‒   頁, 強調は原文)
すなわち, 上記の５つの数値例は, 社会全体のマクロレベルのものと解してよいのであり,
｢資本主義的生産の現実的傾向を表現する｣ (     ,      ‒   , 訳 (９)    頁) ものとなっ
ている｡ そして, 第２篇で論じられた社会全体の一般的利潤率が, 資本主義の発展とともに低
下していくと論じられているのである２)｡
機械化の誘因
マルクスは第三巻に先立つ第一巻第  章 ｢機械設備と大工業｣ で, 資本主義社会においてい
かにして機械が導入されていくかを, 豊富な例とともに論じている｡ そこで強調されているの
は, 資本主義社会において機械の導入は, 科学技術の発明や進歩から自動的に行われるのでは
なく, 貨幣 (価値の現象形態) の増殖という資本の論理に適う限りでのみ行われるという点で
あった｡ たとえば, 当時のイギリスでは, すでに煙突掃除用の機械が存在していたにもかかわ







らず, 少なくとも    人の少年が ｢生きた煙突掃除機｣ として使われていた (   ,      ,
訳 (３)    頁)｡ 言うまでもなく, 煙突掃除機よりも少年労働力の方が安かったからである３)｡
しかし, 低賃金労働力の使用にも制限が出てくる｡ 当時, 安価な児童労働が社会問題となっ
ており, 児童労働は法律で禁止されていった｡ 加えて, 賃金の切り下げやより安い労働力の使
用には, 対象が名目的には人権を保障された人間であるため ｢踏み越えられない一定の自然的
諸制限｣ (   ,      , 訳 (３)    頁) が存在するのであり, 工場法で労働日 (労働時間)
の規制が導入されていった｡ そしてこれらの諸制限に突き当たり, ｢安価な労働力の無制限の







を超える超過利潤 (特別利潤)４) を得ることが可能になる｡ 特に, まだ機械がほとんど導入さ
れておらず手工業やマニュファクチュアが支配的な産業部門において, ある資本が機械を導入
することの成功は, ｢弓矢で武装された軍隊に立ち向かう針発銃で武装された軍隊の成果と同
じように, 確実である｣ (   ,      , 訳 (３)    頁) とマルクスは言う｡
このような資本主義経済における技術選択 (ここでは, 機械の導入) については, 後に      [    ] が異論を提起して大論争となった点であるので, 『資本論』 におけるマルク
スの説明を確認しておこう｡
日本資本主義における競争様式の変容    
３) マルクスは, 他にも当時イギリスで ｢貧乏人｣ が行っていた石割り労働や, 同じく安価な労働力で
あった女性が行っていた運河船の曳航などの例なども挙げている (   ,      ‒   , 訳 (３)    ‒   頁)｡ なお, 現行版資本論の中でエンゲルスがかなり編集に手を入れている部分では, 費用価格を




｡ したがって, 資本家はこの新たな機械を導入することになんの関心ももたない｡ ……
このような, 彼にとっては非現実的な愚行に走らぬよう, 非常に用心するのである｣ (     ,      ,
訳 (９)    頁, 強調は原文) と書かれている｡ 実際に資本家であったエンゲルスらしい記述であろ
う｡
４) マルクスは, ある時はこれを ｢特別剰余価値 (             )｣ (   ,      , 訳 (３)    頁)
と呼び, またある時は ｢超過利潤 (           )｣ (     ,      , 訳 (９)    頁), ｢特別利潤
(          )｣ (     ,      , 訳 (９)    頁) と呼んでいる｡ それぞれの部分における説明を読
む限り, 内容的には全て同じ概念となっているが, 第三巻のそれぞれの部分で ｢利潤｣ という用語を
用いているのは, 第一巻部分とは異なり, 利潤概念の説明を終えているためであろう｡ なお, 諸商品
の個別価値と市場価値について論じられている第三巻第  章には, ｢特別剰余価値または超過利潤｣
(     ,      , 訳 (９)    頁) という記述もある｡
新しい生産方法がたとえどんなに生産的であろうと, またどんなに剰余価値率を高めよう
と, それが利潤率を低下させるやいなや, この方法を自発的に使用する資本家はいない｡ し
かし, このような新しい生産方法は, どれも諸商品を安価にする｡ それゆえ資本家は, 最初




からである｡ 彼の生産手続きは, 社会的な生産手続きの平均よりも優れている｡ しかし競争
は, 彼の生産手続きを一般的にし, それを一般的な法則に従わせる｡ そこで, 利潤率の低下
が起こる おそらくまずこの生産部面で起こり, それからそれが他の諸部面と均等にされ







ここで重要なのは, まず, 剰余価値率 (労働の搾取度) が上昇したとしても, 利潤率は低下
していくとマルクスは指摘しているという点である｡ 回転数を考慮の外に置いた場合 (もしく
は資本が年に一度だけ回転するとした場合), 利潤率は
利潤率                      
と表される｡ 後にこの式から, マルクスはこの分子部分の剰余価値率 (     ) の上昇の影響
を見逃してしまっており, たとえ分母部分の資本構成 (     ) が上昇していったとしても, 利
潤率は必ずしも低下していくとは限らないと論じられることとなった５)｡
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５) ツガン ‒ バラノフスキーや  ロビンソンに代表されるこの種の批判に関しては, 谷野 [    ] で
まとめられている｡
たとえば, 発展した国と未発展の国とを比較した箇所で, 発展した国では資本の構成が       で剰余価値率は   ％, 未発展の国では資本の構成が       で剰余価値率は  ％
という例で考察している｡ すると, 発展した国の資本は           を生産して利潤率は  ％, 未発展の国の資本は           を生産して利潤率は  ％となり, 発展した国の方
が剰余価値率は倍の大きさであるのに, 利潤率は半分となってしまっていると指摘されている
(     ,      , 訳 (９)    頁)６)｡
このように, マルクスは資本主義的生産様式の発展に伴って剰余価値率は上昇すると考えて
いたのであり, ｢利潤率の傾向的低下は, 剰余価値率したがって労働の搾取度の傾向的増大と




形で現れる は, 言い換えれば, ある一定分量の社会的平均資本, たとえば   という資
本をとってみれば, そのうちの労働諸手段で表される部分がつねに増大し, 生きた労働で表
される部分がつねに減少する, ということを意味する｡ したがって, ①生産諸手段につけ加
えられる生きた労働の総量がこの生産諸手段の価値に比べて減少するのであるから, 不払労






(     ,      , 訳 (９)    ‒   頁, 下線は引用者)
ここで最も重要な部分は, ①の下線部分である｡ 生産諸手段の価値 ( ) に比べて生きた労
働の総量 (   ) が減少することで, 不払労働を表す価値部分 ( ) が前貸総資本の価値
(   ) に比べて減少するということは, (   )  の低下によって  (   ) が低下す
るということである｡ ここで,




(     ,      , 訳 (９)    ‒   頁)｡
だから, 利潤率は, 不変資本 ( ) と生きた労働 (   ) との比率である (   )  によ
って上限が与えられているが, この上限が下がっていくことで, たとえ剰余価値率が上昇しよ
うとも (下線部②), 傾向的に利潤率が低下せざるをえないことが示されているのである｡ な
お, この点は長らく看過され, 先述のように, 剰余価値率の上昇を考えると利潤率の低下を一
概に言うことはできないと主張されることもあったが, 利潤率の上限自体が下がっていくこと




関わる事柄である｡ ｢資本主義的生産過程は, 同時に, 本質的に, 蓄積過程である｣ (     ,     , 訳 (９)    頁) とマルクスは言う｡ 機械を導入すると, 生産される使用価値 (商品)
の総量を急速に増大することができ, 商品一単位あたりの個別価値を低廉なものにすることが
可能となるが, このような機械の導入には, 大量の資本が必要となる｡ これは, 機械設備への
巨大な固定資本投資が必要とされるだけでなく, 原材料などへの流動不変資本投資も爆発的に
増えるからである｡ このように, 機械の導入に代表される生産力の拡大は, 生産に必要となる
前貸総資本の増大を必要とする｡ そして, ｢前よりも費用のかかる新たな経営設備が一般的に
導入されるやいなや, 比較的小さい諸資本は, 将来はここでの経営から排除される｣ (     ,     , 訳 (９)    頁) というような事態となり, 資本の集積と集中が引き起こされること
となる｡ このように, 機械の導入による生産力の拡大に伴って, 利潤率の低下が起こるだけで
なく, 資本の蓄積, および資本の集積と集中が促進されるのである (     ,      , 訳 (９)   ‒   頁；     , 訳 (９)    頁)｡
労働の社会的生産力の発展は二重に現れる｡ それは, 第一には, すでに生産されている生
産諸力の大きさに, 新たな生産が行われるための生産諸条件の価値の大きさと総量の大きさ
とに, また, すでに蓄積されている生産資本の絶対的大きさに, 現れる｡ 第二には, 総資本
に比べての, 労賃に投下される資本部分の相対的少なさに, すなわち, 与えられた資本の再
生産および価値増殖に 大量生産に 必要とされる生きた労働の相対的少なさに, 現れ
る｡ このことは同時に, 資本の集積を前提とする｡ (     ,      , 訳 (９)    頁)
このように, 機械の導入による生産力の拡大は, 一方では使用資本総量の増大を, 他方では
資本構成の高度化をもたらすのであるが, すると, 不変資本部分や可変資本部分がいずれも絶
対的に増大するだけではなく, 剰余価値部分も絶対的に増大することになる｡



























したがって, 資本主義的生産様式の進展につれて, 労働の社会的生産力の同じ発展が, 一
方では利潤率の累進的低下の傾向となって現れ, 他方では取得される剰余価値または利潤の
絶対的総量の恒常的な増大となって現れるのであり, その結果, 全体として見れば, 可変資
本および利潤の相対的減少には両者の絶対的増加が照応する｡ この二面的な作用は, すでに
示したように, 利潤率の累進的な低下よりも急速な, 総資本の累進的な増大となってのみ現
れうる｡ (     ,      , 訳 (９)    頁)
社会の消費力との衝突
このようにマルクスは, ｢利潤率の低下と加速的蓄積とは, 両方とも生産力の発展を表現す






７) マルクスがいくつかの箇所で (たとえば,      ,      ,      など), 利潤量が利潤率を ｢埋め
合わせる (        )｣ という表現を用いていることから, 利潤率の低下によって, その埋め合わ
せのために蓄積が加速すると論じられることも多かった｡ しかしマルクスは, 加速的蓄積の過程で
｢蓄積の率は利潤率とともに低下するにもかかわらず, 総量から見れば促進される｣ (     ,      ,
訳 (９)    頁, 下線は引用者) としている｡ 蓄積の加速とは, 蓄積率の上昇を言っているわけでは
なく, 蓄積が量的に
､ ､ ､
加速的に拡大していくことを言っているのである｡ したがって, 前畑 ([    ],  頁； [    ],   頁) も指摘するように, 利潤率が低下することによってそれを利潤量でカバーす
べく諸資本が蓄積を加速させていく, というものではない｡ もしそのような論理であれば, 諸資本の





追い込まれる｣ (     ,      , 訳 (９)    頁)｡
しかし, このような加速された蓄積は矛盾を生じさせる｡ すなわち, 生産の拡大に比例して
消費も増えるというわけではないので, 生産の拡大は遅かれ早かれ社会の消費力という壁にぶ
つかり８), 社会の消費に比べて商品の過剰生産という状況が発生し, 商品の価値実現に困難が




いう矛盾を抱えているが, 資本はこのような内的矛盾を ｢生産の外的分野の拡張｣ (     ,      , 訳 (９)    頁), すなわち外国の市場への進出によって解決をはかろうとする｡ 『資本論』
第一巻では, このような外国市場の征服は, 現地の生産者を破滅させるとともに自らの原料生
産地へと変えていくとも指摘しているが (   ,      ‒   , 訳 (３)    頁), 問題を根本的
に解決するものではない｡ 資本の増殖を求めての生産力と蓄積の拡大は無際限に進行していく
のであり, ｢生産力が発展すればするほど, 生産力は, 消費諸関係が立脚する狭い基盤とます




まったような状態のことを ｢資本の絶対的過剰生産｣ と呼んでいる (     ,      ‒   , 訳
(９)    ‒   頁)｡ そしてこのような資本の過剰生産という状況に陥ると, ｢競争戦 (                )｣ が不可避となると言う｡




量) が拡大していくことで, 利潤率は低下しても利潤量が増えていき, 結果的に利潤率の低下が量の
増大で埋め合わされている状態となっているだけなのである｡
８) マルクスは, 社会の消費力は敵対的な分配関係 (すなわち, 消費手段の多くを購入する労働者階級
に賃金としてどれだけ分配が行われるか), および資本の蓄積衝動によって制限を受けていると指摘
している (     ,      , 訳 (９)    頁)｡ また後述するように, このような消費力という制限を
突破するために, 資本は販売市場の獲得を目指して外国の市場を征服し, 現地の生産者を破滅させる
とともに自らの原料生産地へと変えていくとも指摘している (   ,      ‒   , 訳 (３)    頁)｡




うして利潤率の低下が諸資本間の競争戦を呼び起こすのであって, その逆ではない｡ (     ,      ‒   , 訳 (９)    頁)
いまや, その部門に新たに参入してくる資本は, 生産規模を拡大していっている既存の資本
との間で, 限られたパイの奪い合いとなる｡ 資本は, もはや蓄積を行っても利潤量は増大しな





したように, 資本家階級の兄弟的結合の実践として作用し, その結果, 資本家階級は各自が
行なった賭けの大きさに比例して共同の獲物を共同で分け合う｡ しかし, もう利潤の分配で
はなく, 損失の分配が問題となるやいなや, 各自は, できるだけ自分の損失分を減らしてそ
れを他人に転嫁しようとする｡ 資本家階級にとっては, 損失は不可避である｡ しかし, その
場合, 個々の各資本家がどれだけの損失を負担しなければならないのか, 一般にどの程度ま
で損失をともにしなければならないのかということは, 力と狡知の問題となるのであり, そ
うなれば競争は, 反目する兄弟の闘争に転化する｡ (     ,      , 訳 (９)    ‒   頁)
また, 資本が価値を増殖する資本として機能しないだけではない｡ このような競争戦の状態
に陥ると, ｢市場に存在する諸商品の一部分は, その価格のひどい収縮によってのみ, したが
ってそれが表している資本の価値減少によってのみ, その流通過程および再生産過程を終える
ことができる｣ (     ,      , 訳 (９)    頁) と言う｡ 生産の拡大 (供給の増大) に需要
がついていかず, 消費力の制限がある中で, 諸商品は価格を切り下げて販売せざるを得なくな
る (もしかすれば, それでも売れないかもしれない) のである９)｡ そしてこのようなメカニズ
日本資本主義における競争様式の変容    
９) 一方で, 第一巻では利潤率低下によって競争戦 (               ) が起こり, 諸資本間の ｢闘
争 (     )｣ が始まるという論理にはなっておらず, 次のような説明となっている｡ ｢工場制度の
巨大な飛躍的な拡張可能生と世界市場への工場制度の依存性とは, 必然的に, 熱病的な生産とそれに
続く市場の過充をつくり出すが, この市場の収縮とともに麻痺が現れる｡ ……繁栄期をのぞいて, 資
ムで ｢一般的な価格下落｣ (同上) が起こると, 一定の前提された価格諸関係を条件とする再
生産過程は停滞と混乱に陥り, 支払手段としての貨幣の機能や信用制度を麻痺および崩壊させ,




価格下落と競争戦とは, どの資本家にも刺激を与えて, 新しい機械, 新たな改良された作
業方法, 新たな組み合わせの使用によって, 自分の総生産物の個別価値をその一般的価値以




させるような機械の導入が, ｢資本の緊張｣ (     ,      , 訳 (９)    頁) の中で, より強
制的に不可避となっていくのである｡ そしてマルクスは, ｢生産方法そのものにおける恒常的
な革命, 恒常的にこれと結びついている現存資本の価値減少, 一般的な競争戦, ただ自己保存
する手段として, またそうしなければ没落の罰を受けるものとして生産を改良し生産規模を拡
大することの必要, によって与えられる法則｣ を, ｢資本主義的生産にとっての法則｣ として
いる (     ,      ‒   , 訳 (９)    頁)｡
この過程においては, それぞれの資本は一時的に特別利潤を得ることはできる｡ しかしマル
クスは, このような一時的な特別利潤の獲得は, ｢利潤率の低下をさまたげながらも, 究極的
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本家のあいだには, 市場における個人的分け前をめぐるきわめて激しい闘争が荒れ狂う｡ この分け前
は, 生産物の安さに正比例する｡｣ (   ,      , 訳 (３)    ‒   頁) ここでは, 諸資本間の闘争た
る競争戦が, 繁栄期をのぞいて資本主義社会の特徴をなすかのような説明となっている｡ マルクスは
恐らく, 機械が導入され始めたばかりで個別利潤が大きかった ｢青春の初恋の時代｣ (   ,      ,
訳 (３)    頁) 以降は, すぐに利潤率低下と競争戦の時代が始まると考えていたのであろう｡
目は, 機械設備の導入に伴う生産規模の拡大によって利潤率の低下と利潤量の増大が進行して
いる段階, そして二段階目は, 生産の拡大が社会の消費力という壁にぶつかり, 諸商品の価格
が低下していく中で資本の過剰と競争戦が生じている段階である｡ このいずれの段階において
も, 諸資本は資本の蓄積や集積によって規模の拡大を行いながら, その拡大した資本によって








よく知られているように, 置塩信雄は, 柴田敬の議論 (      [    ] および [    ])
を発展させ, マルクスの利潤率の傾向的低下法則を批判したとされている ｢置塩定理｣ と呼ば
れる議論を提起した (      [    ])｡ 戦前・戦中の京都帝国大学に身を置き, マルクスを
批判した柴田とは反対に, 置塩はマルクス主義者として, マルクスの議論を修正する形で議論
を提起している｡ その議論の骨子を, 置塩 [    ] にしたがって見てみよう｡
いま, 商品 の価値を  とし, 商品 を一単位生産するのに直接必要な 商品の量を   , 直
接必要な労働量を  とすると,             
となる  )｡ ここで, 商品 を生産している産業における, 商品 の一単位の個別価値を低下さ
せる (労働生産性を上昇させる) ような新技術は,                    
のようなものである (    および   は, それぞれ新技術における生産に直接必要な 商品の量
と労働量を示す)｡ 前節でも見たように, マルクスはこのような新技術 (機械設備) を資本家
は導入すると論じた｡ しかし置塩は, 現実の資本主義経済における新技術の導入はこのような





価格を  , 貨幣賃金率を ,     (商品 の支配労働量) を  とすると,                    
のようなものである  )｡ 資本主義経済においては, 一般的に投下労働価値 (  ) と支配労働価
値 (  ) とは一致しない (正の利潤が存在しないといけないから,       となる)  ) から, 労
働生産性を上昇させるような技術選択 (生産性基準) と利潤率を上昇させるような技術選択
(費用基準) とは異なる｡ それゆえ, ｢資本家的基準は費用基準であって生産性基準ではないか
ら, 資本家によって導入される新生産技術は生産費を引き下げるが, 必ずしも労働生産性を高
めるとはいえない｡ このことは資本制経済が生産力の進歩に対してもつ障害の現われである｣
(置塩 [    ],    頁) と主張する｡
そして, もし賃金財およびそれに関わる生産を行っている ｢基礎部門｣ において, 生産費用
を低減させ利潤率を高めるような新技術が導入された場合は, 実質賃金率が一定である限り均
等利潤率は必ず上昇すると論じ, ｢われわれの結論はマルクスの 『利潤率の傾向的低下法則』




は, 貨幣 (価値の現象形態) の増殖を本性とする資本の行動規範は利潤率であるから, 利潤率
を高めるかどうかという ｢費用基準｣ にしたがってそれぞれの資本は技術の選択をするはずだ
と論じた｡ 前節でも見たように, これはマルクス, そして実際に資本家であったエンゲルスも
認めるところである｡ 資本主義社会においては, 科学技術の発明や進歩が自動的に新技術の導
入をもたらすわけではない｡ ｢生きた煙突掃除機｣ の例に顕著なように, 利潤率を高めない限
り, 新技術は導入されない｡ それなのに, マルクスはなぜ ｢生産性基準｣ を唱えたのか？
前節で見たように, 機械の導入は生産規模の拡大を不可欠とし, 間もなく社会の消費力とい
う販路の壁に衝突するとマルクスは考えた｡ 商品が過剰 (供給過剰) となっているわけだから,
販売価格を切り下げていかないと商品は売れない｡ また弱小資本や新たに参入してきた資本に
とっては, 低価格によって既存の大資本に対抗していかざるを得ない｡ このような ｢競争戦｣
においては, 商品一単位あたりの個別価値を低下させ, より安い販売価格を実現させるような
立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
  ) ここで, 両辺が価格単位ではなく支配労働量化されて労働量単位となっているのは, 先の労働量単
位の労働生産性を上昇させる新技術と比較するためである｡  ) この部分の証明は, 置塩 ([    ],    頁) を参照｡
技術の導入が不可避となる｡ だからマルクスは ｢生産性基準｣ の技術選択を基礎としたのであ
る｡
置塩, マルクス, いずれの議論が妥当性を持つかは, 業界や国, そして時代の状況が決める
であろう｡ 企業間関係が安定し, 経済も成長していて, 生産手段においても消費手段において
も販路の壁に突き当たっていない場合, もしくは諸資本が協力し合ったり政府が統率したりし
て競争のコントロールに成功している場合には, 諸資本は利潤率を高めるような ｢費用基準｣




事実この時代, 利潤率は上昇 (自己資本利益率) もしくはほぼ横ばい (総資本営業利益率) で







(注３) 純資産は, 期中平均値 (前期末と当期末の値の平均値)｡
(注４)     年以前は暦年,     年以後は年度｡
(注５) 全規模｡
(出所) 財務省 ｢法人企業統計調査｣ から計算して筆者作成｡
図１ 自己資本利益率 (ROE) の推移
とって共通の状況であったが, 幸いなことにこの時, 日本資本主義は製造業を中心として, 外
国市場という, 消費力の制限に対する突破口を見つけることに成功した｡ そして, アメリカ市
場への ｢集中豪雨的輸出｣ による貿易摩擦が問題となりながらも, ｢安定成長｣ を遂げていく
こととなる｡ 前節で見たように, マルクスは資本の加速的蓄積が社会の消費力の壁に突き当た
ったとき, その矛盾は ｢生産の外的分野の拡張｣ すなわち外国市場への進出によって解決がは
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(注１)     年以前は暦年,     年以後は年度｡
(注２) 全規模｡
(出所) 財務省 ｢法人企業統計調査｣ から筆者作成｡
図２ 総資本営業利益率の推移
  ) 図３で,    に占める輸出の割合は    年代半ばと    年代前半に台形のような拡大を見せてい
る｡ また図４の輸出入額の推移を見ても, 同時期に拡大を見せており, 特に    年代の上昇は顕著で
ある｡ 結果的に    年代以降は貿易黒字が定着することとなったが, 同時に輸入も増えており, 原油
価格の上昇という要因もあったものの, 外国市場との関係は量的に拡大していったと見てよいだろう｡
日本資本主義における競争様式の変容    
(注１)     ～  年は ｢    年度国民経済計算確報｣,     ～  年は ｢    年度国民経済計算確報｣,     ～    年は
｢    年度国民経済計算年次推計｣ によるため, 厳密にはこれらの間の接続性はない｡
(注２) 年度｡
(出所) 内閣府 ｢国民経済計算｣ から計算して筆者作成｡
図３ GDPに占める輸出の割合
(注１) 貿易収支＝輸出額－輸入額なので, わかりやすくするため, 輸入額はマイナスにしている｡
(注２) 暦年｡
(出所) 財務省 ｢貿易統計｣ から筆者作成｡
図４ 輸出入額の推移
当然ながら企業集団や系列の中には中小企業も数多く存在し, 現地について行く力を持たない
企業も多い｡ したがって, ここから企業集団や系列にほころびが出てくることとなった｡ また
外国市場への進出は同時に競争の国際化でもあり, 進出先の外国市場でも消費力の制限に突き
当たった資本は, 外国資本も含めての競争戦を余儀なくされることとなる｡ このように, 外国
市場への進出は問題を一時的に解決したに過ぎず, ｢費用基準｣ の技術選択を可能としていた
基盤を徐々に掘り崩していくこととなったのである｡






る議論がとりあげられ, 置塩は, 分母に流動資本部分しか含めない利潤率 (コストに対する利
幅：      ‒              ) と固定資本を含む前貸資本全体を含んだ利潤率 (      ‒     ) とを混同することで, 誤った結論を導いてしまっていると批判されている (     















るが, 切り下げられた新しい価格にいつも完全に対応できるとは限らない｡ このように, 資本
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このような     の議論について,       [    ] における数値例から, 簡単に見てみ
よう｡ いま, ある部門で既存の支配的な技術で生産をしている資本 があり, そこに と 
の二つの新技術を開発した資本が出てきて, その様子は表２で示される通りだとする｡ すなわ
ち, 市場価格 (商品の販売価格) が   の状態のもと, 既存の技術を用いて生産をしている資
本 では  であった商品一単位あたりのコストが, 生産規模の拡大 (より大規模な固定資本
の使用) による大量生産の効果によって, 資本 が開発した新技術では  , 資本 が開発し
た新技術では  となるとする｡ すると, 商品１単位あたりの利潤 (利幅) は, 既存の技術を用
いる資本 では  , 新技術を用いる資本 では  , 別の新技術を用いる資本 では  とな
る  )｡ この時, 産出量および資本ストックが表２の通りだとすると, 固定資本部分も含めた利




潤率が最も高いのは資本 である｡ そして資本 の新技術は, 既存の技術で生産を行う資本 よりも利潤率を低下させてしまう｡ それゆえ, もし市場価格が   のまま低下しないのであ
れば, 利潤率を最も高くする資本  による新技術を, 資本 だけでなく他の資本も含めて採
用しようとするだろう｡ これが, 置塩定理の基礎をなしている ｢費用基準｣ の技術選択であり,
この新技術がこの部門の新しいスタンダードとなった折には, 利潤率は上昇する｡
日本資本主義における競争様式の変容    
  )      [    ] [    ], および     ([    ],      ‒  ,     )｡  ) より実際的な表現を用いるならば, 市場価格 (販売価格) ×販売量＝売上高と, 単位あたり利潤×
販売量＝利益との比率である売上高利益率が, 資本 は  ％, 資本 は  ％, 資本 は  ％となっ
ているということでもある｡
表２ 市場価格が100の場合


















[(３)÷(６)]                                                                                                
(出所)      ([    ],      ) より筆者作成｡
しかし, 資本主義経済における現実の競争が強制する技術選択はこのようなものではないと     は主張する｡ 先述のように, 諸資本は市場において無限小の存在ではなく, 市場価格
に影響を与える存在であり, 価格を切り下げて他の資本から顧客を奪うことで競争相手を市場





に対し, 今度は利潤率を最大にする技術が資本 のものに変わる  )｡ このように, 新技術の採
用後も市場価格が変化しないような場合 (言うまでもなく, これが新古典派が分析の基礎とす
る完全競争の場合であり, 置塩定理の世界でもある) は, 資本 の技術のように, たとえ単
位コストが高くても高い利潤率をもたらすような技術が採用される (費用基準の技術選択)｡
しかし, 資本主義経済における現実の競争は, このような悠長なことを許容しない｡ 諸資本は,
厳しい価格競争に直面して, 商品一単位あたりのコストを低下させ, より低い販売価格の設定
を可能とするような新技術を追求する (生産性基準の技術選択)｡ 商品一単位あたりのコスト




ポイントであった｡ そしてマルクスは, この矛盾は ｢生産の外的分野の拡張｣ によって突破さ
れようとされるも, 解決されることはできないとした｡ 置塩は日本経済が安定的な企業間関係
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  ) 市場価格が   のままであった場合と同様に売上高利益率を示すならば, 資本 は    ％, 資本 
は    ％, 資本 は     ％となる｡ 当然ながら, 市場価格 (販売価格) が  で共通なので, 単位あ
たり利潤が最も大きい資本 が最も高くなっている｡
表３ 市場価格が84にまで低下した場合
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市場) に見出した｡ しかし, 当然ながらアメリカ経済にも消費力の制約は存在するのであり,
アメリカ市場において, アメリカ資本と日本資本, そしてヨーロッパ資本が限られた消費力
(需要) を奪い合う競争戦が熾烈に展開されることとなった｡      の議論は, まさにこの
ような熾烈な競争戦が問題となった時代に, そのメカニズムを示す理論として提出されたと言
えよう｡






が次々と取り払われていくことで ｢グローバル市場｣ という名の世界市場が形成され, そこで



























自動車産業よりも早く, 消費手段市場 (商品の販売先) だけでなく生産手段市場においても
グローバルな競争戦への突入を余儀なくされた電機産業においては, たとえば半導体産業のよ
うに, 政府 (経済産業省) によって資本の集中 (諸資本の当該部門の切り離しと集約) と集積
(｢官民ファンド｣ という名の公的資金を含む資本注入) という産業政策が行われた｡ しかし,











た  )｡ そして事実, 高度成長期の日本において, 諸資本の協力や政府の統制政策 (規制) は,
結果として利潤率低下を防ぐことに成功した｡ しかし,     年代以降の外国市場への進出, 冷
戦崩壊による    年代以降の ｢グローバル市場｣ の形成とそこにおける競争戦への参入によっ
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  ) とは言え, 政府による産業政策の力や効果については, 議論の余地があろう｡ 金融機関については,
｢護送船団方式｣ と呼ばれ, 各金融機関が ｢   担｣ を置いて大蔵官僚の接待にいそしんでいたほ
ど, 強力な大蔵省による統制があった｡ しかし自動車産業においては, 政府による統制に従わないタ
イプの経営者も多かった｡ ただ, かの ｢   馬力規制｣ は ｢自主規制｣ ではあったものの, その制定
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